
 

水素ステーション事業参入可能性調査等業務 仕様書 
 

１ 目的 

  本県における水素ステーションの整備促進の基礎資料とするため、県内のガソリンス

タンド運営事業者に対して水素ステーション事業への参入意向を調査する。あわせて、

水素ステーション事業への新規参入に向けた具体的な検討を促すため、効果的な手法に

より情報周知を行うもの。 

 

２ 委託期間  契約締結の日から令和５年１１月３０日（木）まで 

 

３ 委託業務の内容 

（１）水素ステーション事業参入可能性調査 

県内においてガソリンスタンドを運営する事業者に対し、アンケート方式により、

水素ステーション事業への関心や課題を調査する。調査に当たっては、宮城県石油

組合等と連携し、効率的かつ効果的な調査手法とすること。また、水素ステーショ

ン事業に関する基礎的な情報を整理した資料を調製し、調査票に添付すること。 

なお、回収した調査票は速やかに集計し、ロの調査期間内に集計結果（速報値）

を発注者へ提出すること。 

  イ 内容   

・調査票の調製 

    ・水素ステーション事業に関する基礎資料の調製 

    ・調査票の郵送及び回収 

    ・回収した調査票の集計 

ロ 調査期間  

契約締結の日から令和５年９月２９日（金）まで 

ハ 調査対象  

県内のガソリンスタンド運営事業者（最大２５０者程度） 

  ニ 調査票  

使用する調査票は受注者が調製すること。調査項目は、以下を参考に受注者が提

案し、発注者との協議により決定すること。 

なお、調製、印刷、郵送及び回収（web 上で実施する場合はフォーム作成等）は受

注者が行うこと。 

     調査項目の例 ・水素ステーションへの関心、整備意向 

・事業参入検討に当たり必要な情報 

・水素ステーションの整備及び運営に当たっての課題 

・運営するガソリンスタンドの基礎情報（所在地、敷地面積、

従業員数、高圧ガス保安監督者の有無等） 

  ホ 水素ステーション事業に関する基礎資料の調製 

    水素ステーション事業に関する基礎的な情報を分かりやすくまとめた資料を調製

し、調査票に同封すること。なお、以下については必ず掲載することとし、掲載内



 

容等は発注者との協議により決定すること。 

    必須掲載事項 ・水素ステーションの概要 

           ・水素ステーション整備費及び運営費の内訳（補助金を含む。） 

           ・水素ステーション設置条件（面積、立地、資格要件等） 

（２）水素ステーション事業参入支援に資する情報周知 

（１）の調査結果を基に、水素ステーション事業への参入検討に必要な支援ニー

ズを整理し、参入支援に資する情報を集約の上、広く周知すること。また、周知に

当たっては、効果的な方法を提案すること。 

 

４ 業務実績報告書の作成 

報告書及び成果品は、次に掲げる部数を提出すること。報告書には、調査の際に参考

にした文献の写し若しくは出典又は収集したデータ（エクセル、ワード等で編集可能な

状態のもの。）を添付すること。 

（１）紙媒体 ４部 

 （２）本業務について電子的に記録した媒体 ＣＤ－Ｒ １枚 

 

５ その他 

（１）業務実施に係る打合せ及び協議は原則として宮城県行政庁舎で行うこと。 

（２）受注者は、本業務の進捗に関し、随時発注者に報告すること。 

（３）発注者は本業務の報告書に係る情報を原則として公開する。ただし、受注者に不

利益が発生するおそれがある情報等に関しては、公開内容について協議に応じる。 

（４）受注者は、本業務により知り得た情報を、本業務以外の目的で使用し、又は第三

者に漏えいしてはならない。本業務を終了した後も同様とする。 

（５）受注者は、本業務の遂行上知り得た個人情報については、個人情報の保護に関す

る法律（平成１５年法律第５７号）、その他の法令（条例、規則等を含む。）及び別

添の個人情報取扱特記事項に基づき適正に取り扱うこと。 

（６）業務の履行における安全、その他の規律については、関係法令を厳守すること。 

（７）調査に要する費用、各種資料及び報告書作成費のほか、この業務に係る一切の経

費は、この委託金額に含まれるものとする。 

（８）本業務により調製した資料等は、全て発注者に帰属する。また、受注者は、発注

者が当該著作物を使用するに当たり、著作者人格権を行使しないものとする。 

（９）国や県の指針に照らし、十分な新型コロナウイルス感染拡大防止対策を講じるこ

と。 

（１０）その他、本仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、受注者と発注者

が協議の上決定すること。 

 

 

 

 

 



 

別 記 

個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 

第１ 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約に係る業務（以下単に「業務」という。）

の実施に当たっては個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなけ

ればならない。 

（秘密の保持） 

第２ 受注者は、業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に知らせてはならない。業務が終了し、

又はこの契約を解除された後においても、同様とする。 

 （個人情報管理責任者等） 

第３ 受注者は、業務における個人情報の取扱いに係る管理責任者（以下「個人情報管理責任者」とい

う。）及び業務に従事する者（以下「業務従事者」という。）を定め、書面により発注者に報告しなけ

ればならない。 

２ 受注者は、前項の個人情報管理責任者及び業務従事者を変更する場合は、事前に書面により報告し

なければならない。 

３ 個人情報管理責任者は、個人情報取扱特記事項（以下「特記事項」という。）に定める事項を適切に

実施するよう業務従事者を監督しなければならない。 

４ 業務従事者は、個人情報管理責任者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければならな

い。 

 （作業場所の特定） 

第４ 受注者は、個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定め、あらかじめ発注者に報

告しなければならない。 

２ 受注者は、作業場所を変更する場合は、事前に発注者に報告しなければならない。 

 （個人情報の持ち出しの禁止） 

第５ 受注者は、発注者の指示又は事前の承諾がある場合を除き、個人情報を作業場所から持ち出して

はならない。 

（保有の制限） 

第６ 受注者は、業務を行うために個人情報を取得し、又は作成するに当たっては、個人情報の保護に

関する法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「法」という。）第 61 条第１項に規定する法令の定める所

掌事務又は業務を遂行するため必要な場合に限り、利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を

保有してはならない。 

（個人情報の目的外利用及び提供の禁止） 

第７ 受注者は、発注者の指示がある場合を除き、業務に関して知り得た個人情報をこの契約の目的以

外のために利用し、又は発注者の書面による承諾なしに第三者に提供してはならない。 

（漏えい、毀損及び滅失の防止等） 

第８ 受注者は、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、毀損及び滅失の防止その他の個人情報の適

切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（教育の実施） 

第９ 受注者は、個人情報管理責任者及び業務従事者に対して、在職中及び退職後においても当該契約

による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならな



 

いこと、及び特記事項において業務従事者が遵守すべき事項その他業務の適切な履行に必要な事項に

ついて、教育及び研修を実施しなければならない。 

（資料の返還等） 

第 10 受注者は、業務を処理するために、受注者自ら取得し、又は作成した個人情報が記録された資料

は、業務完了後速やかに、かつ、確実に廃棄するものとする。ただし、発注者が別に指示したときは

当該方法によるものとする。 

 （個人情報の運搬） 

第 11 受注者は、業務を処理するため、又は業務完了後において個人情報が記録された資料等を運搬す

るときは、個人情報の漏えい、紛失又は滅失等を防止するため、受注者の責任において、確実な方法

により運搬しなければならない。 

（再委託の承諾） 

第 12 受注者は、業務に関して知り得た個人情報の処理を自ら行うものとし、発注者が書面により承諾

した場合を除き、第三者にその取扱いを委託してはならない。なお、再委託した業務を更に委託する

場合も同様とする。 

２ 受注者は、前項の規定による承諾を受ける場合は、再委託先の名称、再委託する理由、再委託して

処理する内容、再委託先において取り扱う情報、再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策

並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明確にした上で、業務の着手前に、書面により再委託

する旨を発注者に協議し、その承諾を得なければならない。 

３ 前項の場合、受注者は再委託先にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、発注者に対

して、再委託先の全ての行為及び結果について責任を負うものとする。 

４ 受注者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理、監督の手続及び方法について具体

的に規定しなければならない。 

５ 受注者は、再委託先に対して業務を委託した場合は、その履行状況を管理・監督するとともに、発

注者の求めに応じて、管理し、及び監督の状況を発注者に対して適宜報告しなければならない。 

（実地調査） 

第 13 発注者は、受注者が業務に関して取り扱う個人情報の利用、管理状況等について、随時実地に調

査することができる。 

（指示及び報告等） 

第 14 発注者は、受注者が業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保するため、受注者に対し

て必要な指示を行い、又は必要な事項の報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

（個人情報に関する取扱要領等の作成） 

第 15 受注者は、個人情報の適切な管理を確保するため、業務に関して取り扱う個人情報の取扱要領等

を作成し、発注者に報告しなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第 16 受注者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、その事故の発生に係る帰

責の有無にかかわらず、直ちに発注者に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の

発生場所、発生状況等を書面により報告し、発注者の指示に従うものとする。 

２ 発注者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当該事故に関す

る情報を公表することができる。 

 


